
○橋本ふるさと便事業補助金交付要綱 

令和2年7月20日 

告示第132号 

改正 令和2年9月15日告示第155号 

令和3年4月15日告示第88号 

令和4年3月10日告示第40号 

令和5年3月2日告示第26号 

令和6年4月1日告示第81号 

 

(趣旨) 

第1条 この告示は、橋本市農業振興条例施行規則(令和2年橋本市規則

第38号。以下「農業振興条例規則」という。)に基づく橋本ふるさと

便事業補助金(以下「補助金」という。)を交付することについて、農

業振興条例規則及び橋本市補助金等交付規則(平成20年橋本市規則第

8号。以下「規則」という。)に定めるもののほか、必要な事項を定め

るものとする。 

(定義) 

第2条 この告示において使用する用語の意義は、農業振興条例規則で

使用する用語の例による。 

 (橋本ふるさと便事業指定事業者の申込み) 

第3条 補助金の交付を受けようとする者は、毎年度、あらかじめ橋本

ふるさと便事業指定事業者登録申請書(様式第1号)に次に掲げる書類

を添えて市長に提出し、橋本ふるさと便事業指定事業者として登録さ

れなければならない。 

(1) 誓約書兼同意書(様式第2号) 

(2) その他市長が必要と認める書類 

(橋本ふるさと便事業指定事業者の登録) 

第4条 市長は、前条の規定による申込みがあったときは、当該申込み

に係る書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該申込

みに係る補助対象事業の適否を審査し、当該申込みの受理又は不受理

を決定するものとする。 



2 市長は、前項の規定により申込みの受理を決定し、橋本ふるさと便

事業指定事業者として登録したときは、その旨を橋本ふるさと便事業

指定事業者登録証明書(様式第3号)により当該申込みを行った者に通

知するものとする。 

3 市長は、第1項の規定により申込みの不受理を決定したときは、そ

の旨を橋本ふるさと便事業指定事業者不受理通知書(様式第4号)によ

り当該申込みを行った者に通知するものとする。 

(補助金の交付の申請) 

第5条 前条第2項の規定による橋本ふるさと便指定事業者登録証明書

を受けた者で、補助金の交付を受けようとするもの(以下「申請者」

という。)は、登録年度の2月末日までに、橋本ふるさと便事業補助金

交付申請書兼請求書(様式第5号)に次に掲げる書類を添えて市長に提

出し、これを申請しなければならない。 

(1) 市税の完納証明書 

(2) 運送会社からの請求書又は領収書の写し 

(3) 発送の詳細が分かる明細書の写し 

(4) 発送伝票の原本又は写し 

(5) 振込先の通帳の写し 

(6) その他市長が必要と認める書類 

2 前項の規定による申請は、同項に規定する日までの間に複数回に分

割して申請することを妨げない。この場合において、申請者は、補助

対象事業の途中であっても同項の規定による申請(当該申請の日まで

にその支払を現に行ったものに限る。)を行うことができる。 

(補助金の交付の決定) 

第6条 市長は、前条第1項の規定による申請があったときは、当該申

請に係る書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その交

付又は不交付について決定するものとする。 

2 前項の規定により当該補助金の交付を決定した場合にあっては、市

長はその額についても併せて決定するものとし、また、適正な交付を

行うため必要があると認めるときは、条件を付することができる。 

3 市長は、第1項の規定により補助金の交付又は不交付を決定したと



きは、橋本ふるさと便事業補助金交付(不交付)決定通知書(様式第6

号)により申請者に通知するものとする。 

(補助金の交付) 

第7条 市長は、前条第1項の規定により補助金の交付を決定したとき

は、予算の範囲内で補助金を交付する。この場合において、規則第9

条第1項の規定による補助金の請求及び規則第11条の規定による実績

報告は、第5条第1項の規定による申請をもってされたものとみなし、

規則第12条の規定による補助金の額の確定及びその通知は、前条の規

定による決定及びその通知をもってしたものとみなす。 

(補助金の交付決定の取消し) 

第8条 市長は、補助事業者が偽りその他不正の手段により補助金の交

付の決定を受けたときは、当該決定の全部又は一部を取り消すことが

できる。 

2 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取

り消したときは、橋本ふるさと便事業補助金交付決定取消通知書(様

式第7号)により当該補助事業者に通知するものとする。 

(返還) 

第9条 市長は、前条第1項の規定により補助金の交付の決定の全部又

は一部を取り消した場合は、当該補助事業者に対し、橋本ふるさと便

事業補助金返還通知書(様式第8号)により期限を定めて当該取消部分

に係る補助金の返還を命じるものとする。 

2 補助事業者は、前項の規定により補助金の返還を命じられたときは、

速やかにこれを市長に返還しなければならない。 

(補則) 

第10条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この告示は、令和2年7月20日から施行する。 

(この告示の失効) 

2 この告示は、令和7年3月31日限り、その効力を失う。ただし、同日



以前にその交付の決定がされた補助金の交付及び当該決定の取消し

並びに当該取消しに係る補助金の返還に係るこの告示の規定は、同日

後も、なおその効力を有する。 

附 則(令和2年9月15日告示第155号) 

この告示は、令和2年9月15日から施行する。 

附 則(令和3年4月15日告示第88号) 

この告示は、令和3年4月15日から施行する。 

附 則(令和4年3月10日告示第40号) 

この告示は、令和4年4月1日から施行する。ただし、附則第2項の改正

規定は、令和4年3月10日から施行する。 

附 則(令和5年3月2日告示第26号) 

この告示は、令和5年3月2日から施行し、令和5年度の補助金から適用

する。 

附 則(令和6年4月1日告示第81号) 

この告示は、令和6年4月1日から施行し、令和6年度の補助金から適用

する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第 1 号(第 3 条関係) 

 

   年  月  日 

 

(あて先)橋本市長 

 

住所( 所 在 地 ) 

 

( 法 人 名 ) 

 

氏名(代 表 者 名 ) 

 

電話番号 

 

 

橋本ふるさと便事業指定事業者登録申請書 

 

橋本ふるさと便事業補助金交付要綱第 3 条の規定に基づき、下記の

関係書類を添えて  年度の橋本ふるさと便事業指定事業者として申

込みをします。 

 

記 

 

橋本ふるさと便事

業指定事業者の区

分 

 市内農業者 複数の生産者の

農産物を取扱う

指定事業者 

  市内事業者 

 オンラインショッピングモール 

発送件数の加算区

分 

(該当区分に○印

を記入ください) 

 
橋本市ふるさと納税返礼品協力事業者 

開始予定時期(既に登録済み・  年 月予定) 

 
オンラインショッングモールで販売 

開始予定時期(既に登録済み・  年 月予定) 

橋本市インターネ

ットホームページ

に掲載する項目

(名称は必須) 

名  称 
(ふりがな) 

 

住  所 

(所在地) 

 

※大字を記入ください 

電話番号  



様式第 2 号(第 3 条関係) 

 

年  月  日 

 

(あて先)橋本市長 

 

住所( 所 在 地 ) 

 

( 法 人 名 ) 

 

氏名(代 表 者 名 ) 

 

 

誓約書兼同意書 

 

私は、橋本ふるさと便事業の実施に当たり、次の事項について誓約及び

同意いたします。 

また、誓約及び同意の内容に偽りがあった場合は、橋本ふるさと便事

業補助金の交付決定の取消し及び返還に異議なく応じます。 

 

１．申請書(関係書類を含む。)の内容に虚偽がないこと。 

２．橋本ふるさと便事業補助金交付要綱の趣旨を理解し、適切に事業を行

うこと。 

３．市税その他、橋本市に対して納期限が到来している債務がないこと。 

４．市が補助金の交付事務の適正な執行を図るため必要があると認めると

きは、当該補助金の交付に関し必要な報告をし、又は調査に応じること。 

５．橋本市ふるさと納税返礼品協力事業者として、発送件数の加算を受け

る場合、登録年度内において協力事業者としての返礼品受発注を適正に

実施します。 

６．私は、暴力団若しくは暴力団員又はこれらの者と密接な関係を有

する者ではありません。 

 

 

 

 

 



様式第 3 号(第 4 条関係) 

 

橋本ふるさと便事業指定事業者登録証明書 

登 録 年 月 日      年  月  日 

登 録 番 号  

( 法 人 名 )  

氏 名 

(代表者名) 
 

住     所 

( 所 在 地 ) 
 

発 送 件 数  

 

 

上記の者は、    年度橋本ふるさと便事業の指定事業者と

して登録した者であることを証する。 

 

 

  年  月  日 

 

 

橋本市長           

 

 

 



様式第 4 号(第 4 条関係) 

 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

橋本市長          

 

橋本ふるさと便事業指定事業者不受理通知書 

 

    年 月 日付け申込について、下記の理由により不受理とな

ったので、橋本ふるさと便事業補助金交付要綱第4条第3項の規定によ

り通知します。 

 

記 

 

不 受 理 の 理 由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第 5 号(第 5 条関係) 

 

年  月  日 

 

(あて先)橋本市長 

 

住所(所 在 地)             

(法 人 名)             

氏名(代 表 者 名)             

連絡先                   

 

 

橋本ふるさと便事業補助金交付申請書兼請求書 

 

橋本ふるさと便事業補助金について交付を受けたいので、橋本ふる

さと便事業補助金交付要綱第 5 条第 1 項の規定により、関係書類を添

えて申請及び請求します。 

 

記 

 

登 録 番 号 第          号 

交付申請額            円 

関 係 書 類 

(1) 市税の完納証明書 

(2) 運送会社からの請求書又は領収書の写し 

(3) 発送の詳細が分かる明細書の写し 

(4) 発送伝票の原本又は写し 

(5) 振込先の通帳の写し 

(6) 仕入れた農産物・加工品を販売する場合、当該商品が 

橋本市産であることを証明する書類 

(7) その他市長が必要と認める書類 

振込先口座 

金融機関名  支 店 名  

区  分 普 通 ・ 当 座 口座番号  

フリガナ  

口座名義人  



様式第 6 号(第 6 条関係) 

 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

橋本市長          

 

橋本ふるさと便事業補助金交付(不交付)決定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった橋本ふるさと便事業補助

金について、下記のとおり交付することに（下記の理由により不交付

と）決定したので、橋本ふるさと便事業補助金交付要綱第 6 条第 3 項

の規定により通知します。 

 

記 

 

補 助 金 交 付 決 定 額            円  

指 令 年 月 日 年  月  日 

指 令 番 号 第        号 

交 付 条 件  

不 交 付 決 定 理 由  

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第 7 号(第 8 条関係) 

 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

橋本市長         

 

橋本ふるさと便事業補助金交付決定取消通知書 

  

    年  月  日付け 第 号で交付決定した補助金については、橋本

ふるさと便事業補助金交付要綱第8条の規定により、下記のとおり交付決定を取

り消したので通知します。 

 

記 

 

交 付 決 定 額                   円  

交 付 決 定 額 取 消 額                   円 

取 消 理 由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第 8 号(第 9 条関係) 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

橋本市長         

 

橋本ふるさと便事業補助金返還通知書 

 

橋本ふるさと便事業補助金交付要綱第 9 条の規定により、次のとおり補助金

の返還を請求します。 

指 令 年 月 日     年  月  日 指 令 番 号 第    号 

補 助 金 交 付 決 定 額 円  

補 助 金 返 還 額 円  

返 還 理 由  

返 還 期 日 年  月  日 

返 還 方 法  

 


